
ばし、生きる力を身につけられるよう、青少 子どもたちが安心してのびのびと遊ぶことのできる地域環境を整えることにより、子どもたちが自主性、社
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 会性、創造性などの様々な能力を自然に伸ばし生きる力を身につける。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
「第二次我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画」に基づき、放課後等に子どもたちが安全・安心に過ご ・既存あびっ子クラブ１３校においては、学童保育との一体的な運営を実施する。
すことのできる環境を整備し、地域の方の協力を得て、異年齢間の交流や様々な体験を通して子どもを育む ・放課後対策事業スタッフの会計年度任用職員制度への移行を行う。
。 当該年度
平成２９年度から提案型公共サービス民営化制度により委託した根戸小あびっ子クラブの運営を随意契約に 執行計画

(3)事業内容 内　　容 より再度委託する。平成３１年度から同制度を活用し民間委託した二小あびっ子クラブ及び新木小あびっ子
クラブについても引き続き運営を委託する。当該年度において提案型公共サービス民営化制度により随意契
約が終了する四小あびっ子クラブ及び三小あびっ子クラブについては、満足度を調査し結果を鑑みて運営に 参加人数／日（平日） 想定値 30当該年度
反映させる。 単位 人

活動結果指標 実績値 19なお、公営・民営に関わらず人員配置等よりよい運営に努める。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学童保育との一体的な運営を実施することにより、運営費の削減やより多くの子ども達の交流や様々な体験をすることが出来る 直接 全あびっ子クラブ登録児童数／全小学校在籍児童数 ％ 58.6 60
。

令和 3年度 あびっ子クラブへの登録率 直接 全あびっ子クラブ登録児童数／全小学校在籍児童数 ％ 60

令和 4年度 あびっ子クラブへの登録率 直接 全あびっ子クラブ登録児童数／全小学校在籍児童数 ％ 60

・学童保育事業との一体的な運営に伴うスタッフの配置。
(7)事業実施上の課題と対応 ・高学年につれ、登録率が低下。併せて平成31年度から登録料を改定したことにより登録率の減少が懸念される。 代替案検討 ○有 ●無

・サポーターの登録数が小学校毎に異なるためチャレンジタイム等に差異が生じている。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

非常勤一般職人件費 パート会計年度任用職員人件費 パート会計年度任用職員人件費 パート会計年度任用職員人件費
　（スタッフ人件費8人分） 22,429 　（スタッフ8人とアシスタント分） 30,687 19,132 （スタッフ8人とアシスタント分）　 30,687 （スタッフ8人とアシスタント分） 30,687
　（補助対象）経常 　　９月補正；閉室による減額 △6,650 　　（補助対象） 　（補助対象）
あびっ子クラブ運営費（補助対象） 17,158 　　流用 142 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 6,615 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 6,615
あびっ子クラブ施設修繕料　経常 544 　　３月補正 △3,000
非常勤一般職人件費　 あびっ子クラブ運営費（補助対象） 6,369 2,890 あびっ子クラブ施設修繕料 290 あびっ子クラブ施設修繕料 290
　（２号嘱託分0.5×2人）経常 2,510 　　３月補正 △2,668 パート会計年度任用職員人件費 パート会計年度任用職員人件費

実施内容 臨時職員（事務　2人）経常 619 あびっ子クラブ施設修繕料 290 289 （事務補助職員0.5×2人） （事務補助職員0.5×2人）
（四小・根戸小・三小）運営業務委託 17,779 ＊ 　　１２月補正（床修繕） 9,644 1,508 （データ・資料等整理員） 2,657 （データ・資料等整理員） 2,657

(8)施行事項
費　　用 　経常 　　　繰越明許（床修繕） △6,845 運営業務委託料 運営業務委託料

パート会計年度任用職員人件費 2,657 2,588 　四小あびっ子クラブ 6,150 　四小あびっ子クラブ　 6,150
＊ 【政策費】 （事務補助0.5×2人 データ整理員）　 　根戸小あびっ子クラブ 8,009 　根戸小あびっ子クラブ 8,009
＊ （二小）運営業務委託 7,314 　　流用 12 　二小あびっ子クラブ 7,527 　二小あびっ子クラブ 7,527
＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） 　　３月補正 △75 　三小あびっ子クラブ 7,633 　三小あびっ子クラブ 7,633
＊ ・二小引継ぎ1人（4月～7月） 780 四小あびっ子クラブ運営委託 6,150 5,686 　新木小あびっ子クラブ 7,056 　新木小あびっ子クラブ 7,056
＊ （新木小）運営業務委託 4,288 根戸小あびっ子クラブ運営委託 8,009 6,224
＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） 二小あびっ子クラブ運営委託 7,527 6,053
＊ ・新木小引継ぎ1人（8月） 208 三小あびっ子クラブ運営委託 7,633 6,056

新木小あびっ子クラブ運営委託 7,056 5,728
　　３月補正（５クラブ分） △6,329

予算(決算)額 合　　計 73,629 合　　計 60,609 56,154 合　　計 76,624 合　　計 76,624
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 60 ％ 12,622 補助率 60 ％ 12,013 7,377 補助率 60 ％ 16,488 補助率 60 ％ 16,488
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 58,364 45,925 46,540 57,465 57,465

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,643 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,671 2,237 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,671 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,671
換算人数(人) 1.32 1.67 1.67 1.67 1.67
正職員人件費 11,616 14,529 14,529 14,529 14,529

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,510 0 0 0 0
臨時職員賃金額 619 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 85,245 75,138 70,683 91,153 91,153
(11)単位費用

2,841.5千円／人 2,504.6千円／人 3,720.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化の影響から少ない兄弟姉妹の中で育つ児童が大半となり、近隣での遊び友達の減少から、地域の中で子どもの仲間 ○①事前確認での想定どおり
集団を形成することが困難な状況となっている。市内には、児童館がないため、子どもたちが安心してのびのびと遊ぶこ ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とのできる施設が求められている。 ●要
   背景は？(事業の必要性) 現代社会で希薄になっている”地域で子どもを育てる””子どもたちが安全・安心に遊べる”を基本に放課後子どもたち ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

が安心して過ごせる場を提供する。そこで、地域の方の協力を得ての体験活動や、異年齢間の交流などを通じ、子どもを 新型コロナウイルス感染症の影響により、４月から６月まで閉室としたことや、サポーター活動を中止したことにより、
育むことを目的とする。 地域の協力を活かすことや体験・経験の場を提供することが非常に困難だった。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導して計画等を進める必要があるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の方がスタッフ（サポーター）として、様々な体験の提 通常は、あびっ子クラブのサポーターとして、様々なチャレ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 供や子どもの見守りに参画している。 ンジタイムを実施している。その他、放課後対策事業運営委 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り その他、介護保険ボランティアポイント制度実施場所として 員会には、サポーター代表者や民生委員等を委員としている ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 登録、学生のインターンシップ受入等、ボランティアの受け 。 ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 入れを積極的に行っている。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症の影響により、サポーター活動を

中止としたため。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 庁内で不要となったポスターや裏紙、文房具等を受け取り工 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 作等で活用している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
カレンダーやポスターの裏紙を受け入れ、工作等に活用している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
58.6 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響により、登録する児童が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 53.2 88.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 75,138 10,107 70,683 94.07
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

物件費の見直し等

11.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要

様

   投じる事業費は

式

適正か？ 実績値(h)

第

○③目標値以下
○②複

３

数年度の指標：(目標

号

値－現況値)×費用単

事

位／事業費 (h/e)

務

×100 ●不要
   

事

(目標対費用) 0.0

業

8
％ 10万円 0.08

評

100

３．事後評価
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ト 改善策及び展開方向
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度

動計画」に基づき、放

）

課後等に子どもたちが

事

安全・安心に過ごすこ

業

とのできる環境を整備

コ

し、異年
齢間の交流や

ー

様々な体験を通して子

ド

どもを育むため、必要

1

性の高い事業であり、

0

今後も継続して行く。

8

チャレンジタイムは、

1

スタッフがそれぞれ得

課

意なものを持ち寄り、

コ

子ども達の体験の場と
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して事業を推進してい

ド

く。また、サポーター

1

活動につ
いては、今後

7

のワクチン接種状況等

0

を鑑みながら活動再開

1

時期等を検討する。

会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子どもの居場所づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子どもの居場所づくり 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.67 人）
(1)事業概要

(当　初) 90,907 千円 (うち人件費 14,529 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 75,138 千円 (うち人件費 14,529 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸



力を身につけられるよう、青少 市内の子ども達が、楽しく充実した文化や遊びに触れ、地域の中でいきいきとたくましく創造性豊かに成長
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 する機会を持てる場づくりを進める。また、それを支える大人のネットワークを広げ、参加する団体の交流
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ と文化の向上を目指す。
市内多くの子ども関係団体や福祉団体などで構成する実行委員会が中心となり、市と共同主催で芸術鑑賞・ ３月～６月　企画会議・実行委員会
芸術体験、昔遊び、体験型レクリエーションなどを通して、子ども達が主役として１日を楽しむイベント。 ６月　広報掲載
６月下旬に湖北地区公民館をメイン会場に、湖北小学校の体育館も使用し実施する。また、まつりに来場し 当該年度 　　　チラシ配付
た子どもが運営側の仕事体験ができる「子どもハローワーク」を実施し、子どもが主体的にまつりに参加で 執行計画 　　　事業実施

(3)事業内容 内　　容 きる仕組みづくりを各団体が協力して行なう。 ７月　反省会　　

来場者数（有料） 想定値 800当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内の多くの子ども達が、来場し楽しむ。また、それを支える大人のネットワークを広げる。 直接 有料来場者数 人 0 700

令和 3年度 同上 直接 同上 人 700

令和 4年度 同上 直接 同上 人 700

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共催負担金 190 共催負担金 190 0 共催負担金 190 共催負担金 190

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 190 合　　計 190 0 合　　計 190 合　　計 190
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 190 190 0 190 190

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,872 3,828 3,828 3,828 3,828

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,062 4,018 3,828 4,018 4,018
(11)単位費用

5.08千円／人 5.02千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市子ども総合計画において、核家族化の進行に伴い日常的に存在していた家庭と地域の社会的なつながりが弱まり ○①事前確認での想定どおり
、世代間や地域内における子育ての経験等が伝わりにくくなっている。「げんきフェスタ」は、地域が受け皿になり、様 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 々な遊びの機会、自主的な経験の機会を提供し、子どもの成長に必要なイベントとして、市の計画からも地域からも求め ○要
   背景は？(事業の必要性) られている企画である。市内で子どもに関わる多くの団体が集まり、また地域のつながりのうえでも有意義なイベントで ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ある。 新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発令され、企画・準備を行う実行委員会自体の実施が困難な状
況となった。実行委員会とともに数回にわたり協議した結果、やむを得ず開催を中止したため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市と実行委員会との共催事業であり、企画会議や実行委員会

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 への参加、施設予約等の事務手続き、企画・運営全般に携わ
□その他 　促進された っている。令和２年度においては開催可否を判断するにあた

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した り、国や県・市としてのコロナ対策に関わる情報提供を積極
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 的に行った。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体等で構成される実行委員会との共催事業であり企画 市民・団体で構成される実行委員会を組織し、市との共催事 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 段階から参画し実施する。 業として実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 700 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナの影響で、企画・準備を行う実行委員会の会議自体の実施も困難な状況で
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

あった。実行委員会とともに協議した結果、開催を中止することとしたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,018 44 3,828 95.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 コロナの影響で、企画・準備を行う実行委員会自体の実

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 施が困難な状況となった。実行委員会とともに数回にわ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 17.42 たり協議した結果、開催を中止することとしたため、共

人 10万円 0 0 催負担金を支出しなかったため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子ども総合計画に位置づけられており、子どもたちが自主性、社会性、創造性などのさまざまな能力を伸ばし、生きる力を身につけるために必
要性の高い事業であり、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1090 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 げんきフェスタ 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ げんきフェスタ実行委員会と共催 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,018 千円 (うち人件費 3,828 千円）⑦事業費
総事業費 4,640 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生きる



る力を身につけられるよう、青少 子どもがまつりの企画から参加し協力しながら自主的に行動し、このまつりをつくりあげるとともに楽しむ
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 。また参加する子どもは仕事体験をしアビーというまつりで使える通貨をもらい、活用し楽しむ。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
実施主体　子どもまつり実行委員会・我孫子市（共催）でアビスタ、手賀沼多目的広場を使用し、子ども達 ・７月から企画会議、実行委員会開催　・８月からジュニアスタッフ募集、ジュニアスタッフ会議　・１０
が主体となり子ども達のまつり（プチゲーセン、昔遊び、わたあめ、お化け屋敷、手作り遊具、等）を行う 月広報あびこでお知らせ
。また、アビーというこのまつりだけの通貨で買い物等をできるようにする。アビーについては、このまつ 当該年度 ・１０月　実施　・１１月　反省会　　
りの中での仕事を行いその対価としもらえるものである。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

来場者数（有料） 想定値 1,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 いろいろな体験や世代を超えたたくさんの人との豊かな交流を図る 直接 有料来場者数 人 0 1,000

令和 3年度 同上 直接 同上 人 1,100

令和 4年度 同上 直接 同上 人 1,200

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

共催負担金 190 共催負担金 190 0 共催負担金 190 共催負担金 190

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 190 合　　計 190 0 合　　計 190 合　　計 190
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 190 190 0 190 190

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.44 0.44 0.44 0.44 0.44
正職員人件費 3,872 3,828 3,828 3,828 3,828

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,062 4,018 3,828 4,018 4,018
(11)単位費用

4.06千円／人 4.02千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

最近の子どもたちの遊びの傾向としては、家の中でのゲームやメール、インターネットなどで遊ぶ子が多くなり屋外で友 ○①事前確認での想定どおり
達同志で遊ぶ機会が少なくなっており、このようなまつりを通じ友達と遊びながら社会体験をすることは、必要である。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

コロナの影響により、不特定多数を対象とする通常イベント開催は見送ることとし、代替案として特設ホームページ上に
おけるオンライン開催を実施したため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市と実行委員会との共催事業であり、企画会議や実行委員会

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 への参加、施設予約等の事務手続き、企画・運営全般に携わ
□その他 　促進された っている。令和２年度においては開催可否や代替案検討のた

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した め、国や県・市としてのコロナ対策に関わる情報提供を積極
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 的に行った。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 市の共催事業であることにより事業を継続して実施できる。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体等との共催事業であり企画段階から参画し実施して 市民・団体で構成される実行委員会を組織し、市との共催事 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り いる。 業として実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 遊覧船を活用し環境学習を実施している。 該当なし ○①想定どおり
□②生き物と共存している ●②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 コロナの影響により、不特定多数を対象とするアビスタ等に ●不要

おける通常開催は見送ることとし、代替案として特設ホーム
＜その他の内容＞ ページ上においてオンライン開催を実施したため遊覧船にお

ける環境学習の実施ができなかったため。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナの影響により、不特定多数対象のアビスタ等での通常開催は見送り、代替
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

案として特設ホームページ上においてオンライン開催を実施したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,018 44 3,828 95.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大の影響により通常開催は見

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 送り、代替案として特設ホームページ上においてオンラ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 24.89 イン開催となり、市からの共催負担金を支出しなかった

人 10万円 0 0 ため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子ども総合計画に位置づけられており、子どもたちが自主性、社会性、創造性などのさまざまな能力を伸ばし、生きる力を身につけるために必
要性の高い事業であり、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1093 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 あびこ子どもまつり 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 子どもまつり実行委員会と共催 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,018 千円 (うち人件費 3,828 千円）⑦事業費
総事業費 4,640 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生き



きる力を身につけられるよう、青少 より多くの子どもが自然体験、社会体験、文化活動、スポーツ活動などに参加できるよう、これらの情報発
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 信の充実を図る。また、当事業の実施を通して、子どもに関わる事業展開を行なう関係団体間のネットワー
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ ク構築を目指す。
委託により情報紙「あびっ子ネット」の発行及びあびっ子ネットホームページの維持管理を実施し、広く子 委託により本事業を執行する。
ども対象事業の情報を発信する。情報紙は子どもを対象とした体験活動などの情報を満載して年５回、各約 ・情報紙「あびっ子ネット」  年５回発行し、市内幼稚園、保育園、学校を通して子ども達に直接配布する
１６，２００部を発行し、小中学校・保育園・幼稚園等を通して直接子ども達の手に配布する他公共施設に 当該年度 とともに、公共施設等に設置し広く市民に配布を行う。
設置し広く市民に配布する。ホームページには情報紙に掲載できなかった情報を掲載する他、読者からの情 執行計画 ・ホームページの維持管理　 子ども向けの体験活動などの情報を満載したＨＰを常時開設する。読者から

(3)事業内容 内　　容 報提供を随時受付している。 の情報提供等の書き込みに対応する。

情報紙「あびっ子ネット」の１号あたりの配付枚数 想定値 16,500当該年度
単位 枚

活動結果指標 実績値 16,000

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの子どもや保護者が情報にふれる。 直接 情報紙「あびっ子ネット」の乳幼児及び小中学生のいる世帯への配付 ％ 90 90
達成度

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 90

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 90

情報紙やホームページの内容が政治、宗教、営利目的など不適切な内容にならないよう管理する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料 1,470 委託料 1,470 1,040 委託料 1,470 委託料 1,470

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,470 合　　計 1,470 1,040 合　　計 1,470 合　　計 1,470
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,470 1,470 1,040 1,470 1,470

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 870 870 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,350 2,340 1,910 2,340 2,340
(11)単位費用

0.14千円／枚 0.14千円／枚 0.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子どもが成長していく上で必要なコミュニケーション能力や社会性などは、多様な人々との交流や多様な経験をする中で ●①事前確認での想定どおり
培われるものである。しかし、近年の子ども達が置かれている環境として、発達の過程で生活体験や社会体験をする機会 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の不足が指摘されており、子育て中の親は核家族化や居住年数の短さから地域で孤立しがちである。子育て中の親が育児 ○要
   背景は？(事業の必要性) に楽しみを見い出し、仲間を作り、子ども達が様々な体験をし、心豊かに成長できるよう、子ども向けの体験活動や子育 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

て中の保護者を対象とした情報を網羅し提供することが求められている。 新型コロナウイルス感染症拡大により、掲載のイベントが軒並み中止になり、取材や編集会議の実施の自粛が続き、年５
回発行を３回に変更した。掲載情報が限られる中、子ども食堂や学習支援事業等、工夫を凝らして情報発信を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 情報紙発行可否の検討を含む編集会議への参加、市の広報室

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 等との調整などを行った。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 委託先である「あびこ子どもネットワーク」は市民や子ども 委託先である「あびこ子どもネットワーク」は、市民団体・ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 関係団体で構成されており情報収集から紙面の編集まで行っ 子どもに関わる団体等で構成されており、紙面の編集段階か ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ている。 ら市も参加して発行している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民や子ども関係団体に委託している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 自然環境に関連するイベント情報も掲載している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
自然体験、環境等についての情報も発信している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

情報紙を幼稚園・保育園等や小中学校を通じて配布するほか、近隣センター等の
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 100

公共施設にも配架する等、ホームページを積極的に活用し情報提供に努めた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,340 10 1,910 81.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、掲載するイベントが軒並
み中止になったこと、取材や編集会議の実施もそぐわない状況が続いた

0.43 ことなどから、年５回発行予定だったが年３回発行に変更が生じたため
。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、掲載する

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 イベントが軒並み中止になったこと、取材や編集会議の

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.85 実施も控えるべき状況が続いたことなどから、年５回発

％ 10万円 4.71 122.34 行予定だったが年３回発行に変更が生じたため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
情報誌の発行やホームページの維持管理を実施し、広く子ども対象の事業を発信するために必要不可欠な事業であり、今後も現状どおり推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1094 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども向け情報紙発行及びホームページの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,340 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 2,449 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生



るよう、青少 手賀の丘少年自然の家を宿泊場所として、子どもが集団のなかで自己を確立し、心の交流や連帯感を身に付
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的 け、社会のルールを養い、自立心や協調性などを育む機会を提供する。
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
市内数校の小学生が1泊2日の日程で、金曜日の放課後から手賀の丘少年自然の家に集い、ともに掃除やレク 年２回、小学５～６年生対象、１泊２日の日程で、手賀の丘少年自然の家を宿泊場所とし実施する。
、野外炊飯などの体験を行う。全小学校の５～６年生を対象に年２回実施する。 各回３２名程公募により募集、応募者多数の場合は抽選とする。
29年度までは「手賀の丘ふれあい宿泊通学」として全小学校を3回に分け2泊3日で実施していたが、教育委 当該年度 なお、実施前には、参加者及び保護者、職員スタッフによる、事前研修会を開催し、事業の趣旨、内容を説
員会と協議し30年度からは全小学校を2回に分け金曜日から土曜日の1泊2日と内容を変更した。 執行計画 明し周知する。

(3)事業内容 内　　容 1回あたりの対象校を増やし通学がなくなることで1泊2日でも子どもたち同士で過ごす時間を確保した。 川村学園女子大学と協定書を締結し班担当スタッフは心理学科の学生に依頼する。
また金曜日から土曜日に日程を設定することにより宿題の時間を確保することなくプログラムを組むことが
できる。 全参加者数 想定値 64当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 参加した子どもの自立心、協調性が育まれる子どもの数を増やす 直接 応募者数 ％ 0 64

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 64

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 64

学校行事（運動会、林間学校、修学旅行等）との調整、１泊２日参加できるスタッフの確保。また、他校・異学年の児童を対象
(7)事業実施上の課題と対応 とするため、教育委員会や関係課と密接な連携をとり、参加者の状態把握、対応方法等協議していかなければならない。 代替案検討 ○有 ●無

天候によりプログラムの変更も検討する。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

支援者報償費 50 支援者報償費 50 0 支援者報償費 50 支援者報償費 50
旅費（普通旅費、費用弁償） 8 旅費（普通旅費、費用弁償） 8 0 旅費（普通旅費、費用弁償） 8 旅費（普通旅費、費用弁償） 8
需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 195 需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 189 55 需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 189 需用費（消耗品費・食糧費・賄材料） 189
役務費（手数料・保険料） 42 役務費（手数料・保険料） 42 0 役務費（手数料・保険料） 42 役務費（手数料・保険料） 42

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 295 合　　計 289 55 合　　計 289 合　　計 289
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 135 129 55 129 129

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 160 □特会 ■受益 □基金 □その他 160 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 160 □特会 ■受益 □基金 □その他 160
換算人数(人) 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 2,088 2,088 2,088 2,088

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,407 2,377 2,143 2,377 2,377
(11)単位費用

37.61千円／人 37.14千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

放課後、子どもたちの多くは、部屋に閉じこもり、ゲームや塾や習い事などで忙しく、外で遊ぶ姿を見かけなくなってい ○①事前確認での想定どおり
る。こうした子どもたちに対して、初めて会う者同士の集団生活の機会を提供し、日常生活の様々な体験活動をともに行 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ うことで、自立心、協調性を育む。　 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発令され、指導課と協議した結果、感染拡大防止の観点や子ど
もたちの安全・安心な学校生活を最優先であると判断し、全２回の開催を中止したため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の主催事業であり、市内全小学校の児童を対象としており

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、企画・運営全般を共催の教育委員会指導課と連携し事業を
□その他 　促進された 実施している。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 川村学園女子大学に学生スタッフを依頼し参加している。 事業を実施する場合には、川村学園女子大学と協定書を締結 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り し、直接子どもたちと関わる班担当スタッフとして学生が参 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 画している。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発

令され、指導課と協議した結果、感染拡大防止の観点や子ど
＜その他の内容＞ もたちの安全・安心な学校生活を最優先であると判断し、全

２回の開催を中止したため学生の参画もかなわなかった。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 隣接する手賀の丘公園の自然環境を活用している。 事業を実施する場合には、手賀の丘少年自然の家に隣接する ○①想定どおり
□②生き物と共存している 手賀の丘公園を活用したプログラムを組んでいる。 ●②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発 ●不要

令され、指導課と協議した結果、感染拡大防止の観点や子ど
＜その他の内容＞ もたちの安全・安心な学校生活を最優先であると判断し、全

２回の開催を中止したため。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 64 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナの影響で、指導課と協議した結果、感染拡大防止の観点や子どもたちの安
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

全・安心な学校生活を最優先であると判断し、全２回の開催を中止したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,377 30 2,143 90.16
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が発令され、指導課と協議した結果、感染拡大防止の観

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.69 点や子どもたちの安全・安心な学校生活を最優先である

％ 10万円 0 0 と判断し、全２回の開催を中止したため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子ども総合計画に位置づけられており、子どもたちが自主性、社会性、創造性などのさまざまな能力を伸ばし、生きる力を身につけるために必
要性の高い事業であり、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1097 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 手賀の丘宿泊事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,377 千円 (うち人件費 2,088 千円）⑦事業費
総事業費 6,536 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざまな能力を伸ばし、生きる力を身につけられ



まな能力を伸ばし、生きる力を身につけられるよう、青少 市及び県が委嘱している我孫子市青少年相談員連絡協議会の活動を支援する。
施策目的・

(2)目的 年育成団体への支援と連携を強化しながら、宿泊通学やキャンプなどのさまざまな体験活動を推進します。 事業目的
展開方向

また、保護者や地域の方々と連携して、子どもたちが安心してのびのびと過ごすことのできるあびっ子クラ
　青少年相談員は県及び市から委嘱を受け、子どもたちを対象とした様々な支部事業を実施している。毎月 ・会議：毎月1回部会、実行委員会・役員会の開催　　地区別で、適宜開催　
実行委員会や役員会を開催し協議会を運営しており、相談員活動に対して支援していく。 ・パトロールの実施　夏季、冬季、行事　

当該年度 ・地区ごとに支部事業の実施　　　
執行計画

(3)事業内容 内　　容

実行委員会、役員会議等への出席 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 楽しく有意義な体験ができた子どもの数を増やす 直接 楽しく有意義な体験ができた子どもの割合 ％ 0 100

令和 3年度 同上 直接 同上 100

令和 4年度 同上 直接 同上 100

青少年相談員は、働きながらボランティアで活動していることから夜間の会議としているが仕事の都合上参加できない人も増え
(7)事業実施上の課題と対応 ている。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

補助金 976 補助金 776 260 補助金 776 補助金 776
消耗品 546 消耗品 109 0 消耗品 130 消耗品 130
パトロール委託費 130 旅費（普通旅費、研修旅費） 6 0 旅費（普通旅費、研修旅費） 6 旅費（普通旅費、研修旅費 6
旅費（普通旅費、研修旅費） 6

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,658 合　　計 891 260 合　　計 912 合　　計 912
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 260 補助率 0 ％ 260 0 補助率 0 ％ 260 補助率 0 ％ 260
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,398 631 260 652 652

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.43 0.43 0.43 0.43 0.43
正職員人件費 3,784 3,741 3,741 3,741 3,741

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 514 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,442 4,632 4,001 4,653 4,653
(11)単位費用

54.42千円／％ 46.32千円／％ 40.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市青少年相談員の活動は、地域における子どもたちの様々な体験活動の機会を設けており、市で委嘱していること ○①事前確認での想定どおり
からも青少年相談員活動に対し支援が必要である。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

コロナの影響により緊急事態宣言が発令されたほか、感染拡大防止の観点から集合形式による会議も控えるべき状況が続
き、我孫子市青少年相談員連絡協議会が年度当初に立てた事業計画どおりの事業実施ができない状況が続いたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 役員会が開催された際には出席し、協議会の運営・事業実施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 について助言やコロナに関する情報提供を行い市連協に対す
□その他 　促進された る支援を行った。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市が委嘱している団体であり、様々な会議に出席している。 各種会議への参加 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナの影響で、集合形式の会議が実施困難となり、我孫子市青少年相談員連絡
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

協議会が年度当初の事業計画どおり、事業実施ができない状況が続いたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,632 810 4,001 86.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発令されたほ
か、感染拡大防止の観点から集合形式による会議も控えるべき状況が続

14.88 き、我孫子市青少年相談員連絡協議会が年度当初に立てた事業計画どお
りの事業実施ができない状況が続いたため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 コロナの影響により感染拡大防止の観点から集合形式に

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 よる会議も控えるべき状況が続き、我孫子市青少年相談

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.16 員連絡協議会が年度当初に立てた事業計画どおりの事業

％ 10万円 0 0 実施ができない状況が続いたため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
青少年相談員は、県と市で委嘱をしており、ボランティアで活動している。市として青少年相談員の活動を支援していく必要があり、今後も現
状どおり事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1098 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子育ち環境づくり 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 青少年相談員事業への支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 青少年相談員連絡協議会と共同主催 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和55年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.43 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,632 千円 (うち人件費 3,741 千円）⑦事業費
総事業費 8,128 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、生涯学習推進

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが自主性、社会性、創造性などさまざ



や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 児童扶養手当の支給を行うことにより、ひとり親家庭の経済的な支援となる。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
支援要件に該当する児童(１８歳に達する日以後の３月３１日までにあるもの）を監護する父、母又は養育 毎年８月の現況届により受給者に適切な支給を行う。
者に支給する。 通常の児童扶養手当に加えて、「我孫子市児童扶養手当受給者に対する臨時給付金」を支給する。
令和元年7月に契約が終了する子ども医療費助成システムと併せた子ども福祉システムの導入を行った。新 当該年度
システムの契約期間は令和元年８月から令和６年７月。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 法改正による支払期改正にともない、平成３１年度は年５回支給だったが、令和２年度以降は年６回の支払
いとなる。
令和2年度に限り、新型コロナウイルス感染症対策として市の臨時給付金が加わった。 登録受給者数（父、母、養育者） 想定値 850当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 818

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年間６回支給する手当の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100 100

令和 3年度 年間６回支給する手当の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100

令和 4年度 年間６回支給する手当の適切処理 間接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100

頻繁な制度改正があるため、迅速な対応が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

扶助費（児童扶養手当） 408,000 扶助費（児童扶養手当） 326,400 297,543 扶助費（児童扶養手当） 326,400 扶助費（児童扶養手当） 326,400
需用費 39 需用費 39 31 需用費 39 需用費 39
役務費 543 役務費 590 438 役務費 590 役務費 590
旧システム保守管理委託料(~H31.7) 108 障害認定業務委託料 20 5 障害認定業務委託料 20 障害認定業務委託料 20
障害認定業務委託料 20 パート会計年度（データ整理員）3人 パート会計年度（データ整理員）3人 パート会計年度（データ整理員）3人
旧システム賃貸借料（ソフト、ハード） 72 報酬 1,010 375 報酬 1,010 報酬 1,010
臨時職員賃金（2人） 1,297 費用弁償 33 0 費用弁償 33 費用弁償 33

実施内容 社会保険料 194 子ども福祉システム使用料 3,690 3,690 子ども福祉システム使用料 3,690 子ども福祉システム使用料 3,690
雇用保険料 12 子ども福祉システム保守管理委託料 832 832 子ども福祉システム保守管理委託料 832 子ども福祉システム管理委託料 832

(8)施行事項
費　　用

子ども福祉システム使用料(31.8~) 2,460 〔6月補正〕
子ども福祉システム保守管理委託料(H31 552 扶助費（児童扶養手当受給者に対する臨 32,500 30,800
児童福祉システムデータ抽出委託料 312 需用費 4 0

手数料 72 69

〔3月補正〕
扶助費（児童扶養手当） △23,400
〔流用〕
扶助費（児童扶養手当） △1,340

予算(決算)額 合　　計 413,609 合　　計 340,450 333,783 合　　計 332,614 合　　計 332,614
国庫支出金 補助率 33 ％ 136,000 補助率 33 ％ 101,000 100,028 補助率 33 ％ 108,800 補助率 0 ％ 108,800
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 277,609 239,450 233,755 223,814 223,814

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.53 1.36 1.36 1.53 1.53
正職員人件費 13,464 11,832 11,832 13,311 13,311

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,462 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 427,073 352,282 345,615 345,925 345,925
(11)単位費用

502.44千円／件 414.45千円／件 422.51
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童扶養手当法に基づくひとり親家庭の児童の健全育成のため、経済的支援は必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童扶養手当法に基づくひとり親家庭の児童の健全育成のため、経済的支援は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定事務であるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 受給者の状況確認の際、民生委員に協力を求めた。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
民生委員の協力が必要

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正に支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 352,282 74,791 345,615 98.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円 0.03 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童扶養手当法に基づき、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1334 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童扶養手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 377,022 千円 (うち人件費 11,832 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 352,282 千円 (うち人件費 11,832 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当



などの経済的支援を行い、子育てに関 ０歳から中学３年生までの医療に関する費用等を負担する保護者に助成を行うことにより、その保護者の経
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 済的負担の軽減を図り、子どもの保護対策を推進する。
展開方向

図ります。 また令和２年８月から、高校生等１８歳の年度末までの医療に関する費用等を負担する保護者に助成を行う
０歳から中学３年生までの子どもに対して、入院・通院にかかった保険診療分の医療費を助成する。入院１ ４月～３月　　償還払いの審査・支払業務及び受給券随時発送
日、通院１回２００円又は無料で受診できる。　 　　７月末　　受給券更新作業及び更新後の受給券一斉送付
令和２年８月から、０歳から中学３年生までの子どもについて、入院１日、通院１回３００円又は無料に変 当該年度 ８月から高校生等医療費助成の償還払いの審査・支払業務
更し、高校生等１８歳の年度末までの子どもに対して、入院・通院にかかった保険診療分の医療費を助成す 執行計画

(3)事業内容 内　　容 る。所得制限あり。償還払いで、入院１日、通院１回５００円の自己負担を差し引いて還付する。

子ども医療費助成登録者数 想定値 15,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 14,233

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100 100

令和 3年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100

令和 4年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100

令和２年８月からの高校生等への医療費助成の開始について、周知広報していく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

子ども医療費助成 370,020 （政策） 子ども医療費助成 351,120 子ども医療費助成 351,120
国保・支払基金手数料 14,570 ＊ 子ども医療費助成 358,020 282,113 国保・支払基金手数料 14,014 国保・支払基金手数料 14,014
システム一式使用料（～H31.7） 392 ＊ 国保・支払基金手数料 14,014 8,634 受給券印字・封入封緘委託料 264 受給券印字・封入封緘委託料 264
システム一式保守管理委託料（～H31.7 191 ＊ 受給券印字・封入封緘委託料 264 111 受給券等印刷製本費 256 受給券等印刷製本費 256
受給券印字・封入封緘委託料 303 ＊ 受給券等印刷製本費 256 191 通信運搬費 912 通信運搬費 912
受給券等印刷製本費 241 ＊ 通信運搬費 912 836 子ども福祉システム使用料 1,845 子ども福祉システム使用料 1,845
消耗品費 4 ＊ 子ども福祉システム使用料 1,845 1,845 子ども福祉システム保守管理委託料 425 子ども福祉システム保守管理委託料 425

実施内容 報酬（２号嘱託１人） 2,199 ＊ 子ども福祉システム保守管理委託料 425 425
社会保険料 328

(8)施行事項
費　　用 雇用保険料 21 ＊ 高校生等医療費助成 24,000 1,906 高校生等医療費助成 36,000 高校生等医療費助成 36,000

費用弁償 64 ＊ 子ども福祉システム改修委託料 825 825
通信運搬費 896 ＊ 子ども福祉システムライセンス料 37 37
（９月補正）
報酬（２号嘱託１人） △2,199
社会保険料 △328 子ども医療費助成 △44,000
費用弁償 △64 高校生等医療費助成 △8,000

国保・支払基金手数料 △3,000
子ども福祉システム使用料（H31.8～） 1,230
子ども福祉システム保守管理委託料（H3 283
児童福祉システムデータ抽出委託料 312

予算(決算)額 合　　計 388,463 合　　計 345,598 296,923 合　　計 404,836 合　　計 404,836
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 96,147 補助率 50 ％ 93,008 74,557 補助率 50 ％ 93,008 補助率 0 ％ 93,008
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 292,156 252,430 222,126 311,668 311,668

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 160 □特会 □受益 □基金 □その他 160 240 □特会 □受益 □基金 □その他 160 □特会 □受益 □基金 □その他 160
換算人数(人) 1.09 0.91 0.91 1.09 1.09
正職員人件費 9,592 7,917 7,917 9,483 9,483

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,612 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 398,055 353,515 304,840 414,319 414,319
(11)単位費用

3,980.55千円／％ 23.57千円／件 21.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親は、育児に関する支出が多く、その中でも医療機関で受診する支出割合が多いことから医療費を助成するこ ●①事前確認での想定どおり
とによって子育て世代を経済的支援する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子育て世帯の経済的負担軽減のために、支援をする必要があるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 子育てを支援するには、市が主導となって事業を進める必要

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 があるため。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内医療機関の協力を得ている。 市内の医療機関の協力を得て事業を進めることができた。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複数での確認による審査及び定期的な自己点検により、適正であるかのチェック
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

をしながら助成を行ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 353,515 44,540 304,840 86.23
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

緊急事態宣言による受診控えやインフルエンザ等の流行がなかったため
。

11.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 高校生相当年齢まで事業対象を拡大したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円 0.03 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子どもの医療費用等を負担する子育て世帯に助成を行うことで、経済的負担を軽減する重要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1341 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども医療費助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.91 人）
(1)事業概要

(当　初) 408,515 千円 (うち人件費 7,917 千円）⑦事業費
総事業費 403,545 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 353,515 千円 (うち人件費 7,917 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金



当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 ひとり親家庭の父母を安定した雇用・就業に繋げ、自立を促進する。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
・自立支援教育訓練給付金事業 ・自立支援教育訓練給付金事業
職業能力開発のため指定講座を受講した場合、受講終了後に受講料の6割相当額（雇用保険該当者は4割）を 　随時相談・申請受付、（訓練修了後）給付金支給 
助成する。(上限：20万円　下限：12千円） 当該年度 ・高等職業訓練促進給付金
・高等職業訓練促進給付金および修了支援給付金 執行計画 　随時相談・申請受付、給付金支給…毎月

(3)事業内容 内　　容 ひとり親の父母の生活の安定に資する資格の取得のため、1年以上修学する場合、4年を上限として高等職業 　修了支援給付金の支給…修了１カ月以内
訓練促進給付金を支給（修業期間における最終12月は、4万円増額）する。また、修了後、修了支援給付金 ・プログラム策定事業
を支給する。 支援決定件数 想定値 13当該年度
（高等職業訓練促進給付金）市民税課税世帯…7万500円　市民税非課税世帯…10万円 単位 件

活動結果指標 実績値 11（修了支援給付金）　　　　市民税課税世帯…2万5千円　市民税非課税世帯…5万円

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自立のための支援決定件数を増やす。 直接 支援決定件数 件 10 13
教育訓練５件　　高等職業訓練５件　修了支援給付金２件　　プログラム策定３件

令和 3年度 事業内容の周知を徹底し、自立支援事業の利用者数を増やす。 直接 支援決定件数 件 15

令和 4年度 事業内容の周知を徹底し、自立支援事業の利用者数を増やす。 直接 支援決定助成件数 件 17

自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金ともに国の法改正により支給要件の緩和や、支給年数・金額の拡大など、よ
(7)事業実施上の課題と対応 り利用しやすい制度となってきているが、申請者の就労意志・意欲等を十分確認し、支給決定・支援を行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬（２号嘱託職員　１人） 1,959 パート会計年度（他支援員）1人 パート会計年度（他支援員）1人 パート会計年度（他支援員）1人
社会保険料 292 パート会計年度　報酬 1,876 1,860 パート会計年度　報酬 1,876 パート会計年度　報酬 1,876
雇用保険料 18 パート会計年度　手当 131 131 パート会計年度　手当 131 パート会計年度　手当 131
費用弁償 59 パート会計年度　社保料 321 321 パート会計年度　社保料 321 パート会計年度　社保料 321
負担金 13 パート会計年度　費用弁償 60 43 パート会計年度　費用弁償 60 パート会計年度　費用弁償 60
有料道路・駐車場 8 負担金 13 7 負担金 13 負担金 13
扶助費 3,696 有料道路・駐車場 7 0 有料道路・駐車場 7 有料道路・駐車場 7

実施内容 （９月補正） 扶助費 7,384 7,593 扶助費 7,384 扶助費 7,384
扶助費（自立支援教育訓練助成費） 70 （12月補正）

(8)施行事項
費　　用 扶助費（高等職業訓練促進給付費） 2,459 扶助費（高等職業訓練促進給付費） 448

予算(決算)額 合　　計 8,574 合　　計 10,240 9,955 合　　計 9,792 合　　計 9,792
国庫支出金 補助率 75 ％ 4,668 補助率 75 ％ 5,874 5,693 補助率 75 ％ 5,538 補助率 75 ％ 5,538
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,906 4,366 4,262 4,254 4,254

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72
正職員人件費 6,336 6,264 6,264 6,264 6,264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,373 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,910 16,504 16,219 16,056 16,056
(11)単位費用

1,355.45千円／件 1,269.54千円／件 1,474.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ひとり親世帯においては、母子家庭・父子家庭共に所得が低いことが多く、所得の増加、経済的な自立を促進することが ●①事前確認での想定どおり
必要である。就労に必要な技能習得の支援、資格取得期間中の生活の支援を行うことで、ひとり親世帯の自立意識を高め ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、安定した就労により所得水準の向上を目指すため、事業が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安定した就労につくために必要な技能の習得・資格の取得を支援することで、ひとり親世帯の自立促進をはかることがで
きた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の補助事業であり、市が実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 13 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

制度の周知・理解がさらに必要である。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 11 84.62
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,504 △1,594 16,219 98.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

国庫補助3/4 なし

△10.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支援決定者が少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08

件 10万円 0.07 87.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ひとり親世帯の生活基盤の確保、自立促進のために必要な事業であることから、今後も引き続き事業を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1346 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親の生活基盤の確保への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 母子家庭等相談・自立支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,056 千円 (うち人件費 6,264 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,504 千円 (うち人件費 6,264 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手



て各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 ひとり親家庭等の生活基盤の確保。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
・助成対象として登録された、ひとり親家庭に対し生活費負担の軽減として、ファミリーサポートセンター ・ひとり親家庭支援事業の利用料の助成　7月　11月　3月支払
、一時預かり、ホームヘルプ、病児・病後児などの保育に関わる支出額の１／２を助成する。 ・母子生活支援施設措置費の支払い（毎月）及び訪問、面談を行う。
・ＤＶなどの理由により母子生活支援施設に入所した母子の生活及び精神的な安定と児童の安全保護のため 当該年度 ・助産費用の支払い
親の自立に向けた相談・助言をし、入所にかかる措置費を負担する。 執行計画 その他、ひとり親家庭にかかる相談・支援を行う。

(3)事業内容 内　　容 ・経済的な理由により出産費用の支払いが困難な者に対し、助産費用を負担する。

ひとり親支援事業の助成件数 想定値 43当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 17

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ひとり親家庭等支援事業の登録件数を増やし、経済的な負担の軽減、自立に向けた支援を行う。 直接 適正支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 3年度 各種の相談を通して自立した生活へ導く。 直接 適正支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 4年度 各種の相談を通して自立した生活へ導く。 直接 適正支給した件数／総支給件数 ％ 100

ひとり親支援事業は、登録者数に比べて利用者が少なく、特定の人が集中的に使っている状況にある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ひとり親家庭利用料助成 930 ひとり親家庭利用料助成 912 160 ひとり親家庭利用料助成 912 ひとり親家庭利用料助成 912
児童入所施設措置費 6,119 児童入所施設措置費 6,447 3,879 児童入所施設措置費 6,447 児童入所施設措置費 6,447

〔3月補正〕
ひとり親家庭利用料助成 △600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,049 合　　計 6,759 4,039 合　　計 7,359 合　　計 7,359
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,059 補助率 50 ％ 3,223 1,919 補助率 50 ％ 3,223 補助率 50 ％ 3,223
県支出金 補助率 25 ％ 1,529 補助率 25 ％ 1,611 959 補助率 25 ％ 1,611 補助率 25 ％ 1,611
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,461 1,925 1,161 2,525 2,525

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.66 0.66 0.66 0.66 0.66
正職員人件費 5,808 5,742 5,742 5,742 5,742

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,857 12,501 9,781 13,101 13,101
(11)単位費用

128.57千円／％ 290.72千円／件 575.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　母子及び寡婦福祉法の改正に伴い、平成16年4月から母子自立支援員を設置（現：母子及び父子並びに寡婦福祉法、母 ●①事前確認での想定どおり
子・父子自立支援員）。ひとり親家庭等が気軽に相談できる体制を充実させ、ひとり親家庭等の福祉の増進、自立促進の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ため、事業を推進していく必要がある。また、子育て中のひとり親世帯は、経済的に収入が低いことが多く、支援は市の ○要
   背景は？(事業の必要性) 責務である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子育て中のひとり親世帯にとって、支援事業利用料助成等の経済的支援は生活の安定のために必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 各種支援事業利用料の助成、施設入所費用の負担等、市以外

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 での実施は難しい。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

支援が必要な世帯に適正に支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,501 356 9,781 78.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

支援対象者・施設入所者の減少

2.77

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支援対象者、施設入所者の減少

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.8

％ 10万円 1.02 127.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
ひとり親世帯の生活の安定・自立促進のため、経済的な支援や負担の軽減が必要であることから、今後も現状とおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1347 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親の生活基盤の確保への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 ひとり親家庭の支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,101 千円 (うち人件費 5,742 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,501 千円 (うち人件費 5,742 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対し



するとともに、多様な保育ニーズを踏 共稼ぎやひとり親家庭等の児童の放課後を安全で豊かなものにし、児童の健全な育ちと働く親の就労を支援
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 する。全ての子どもを対象とした「活動の場」であるあびっ子クラブ（子どもの居場所事業）との一体的な
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 運営を図りながら事業を推進する。
児童福祉法に基づく放課後児童健全育成事業として「第二次我孫子市放課後子ども総合プラン計画」に基づ １３小学校区１７学童保育室の入室決定事務をはじめ、放課後対策事業スタッフによる児童の保育業務を行
き、市内１３小学校区内に学童保育室を設置し、共働き等で放課後に保護者がいない小学生を受入れ、生活 う。
指導や集団生活を通した保育を行う。 当該年度 ・各父母会からの要望、老朽化・安全対策のため、維持補修などを実施。
平成２９年度から提案型公共サービス民営化制度により委託した根戸小学童保育室の運営を随意契約により 執行計画 ・待機児童対策として、認定こども園・私立幼稚園・保育園に学童預かり保育を実施。

(3)事業内容 内　　容 再度委託する。平成３１年度から同制度を活用し民間委託した二小学童保育室及び新木小学童保育室につい ・放課後対策事業スタッフの会計年度任用職員制度への移行を行う。
ても引き続き運営を委託する。当該年度において提案型公共サービス民営化制度により随意契約が終了する
四小学童保育室及び三小学童保育室については、満足度を調査し結果を鑑みて次年度の運営に反映させる。 登録児童数（平均） 想定値 1,026当該年度
なお、公営・民営に関わらず、人員配置等よりよい運営に努める。 単位 人

活動結果指標 実績値 858

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 登録率 直接 登録児童数（858人）/定員数（1,035人） ％ 83 99

令和 3年度 登録率 直接 登録児童数（993人）/定員数（1,035人） % 96

令和 4年度 登録率 直接 登録児童数（985人）/定員数（1,035人） % 95

学童保育の待機児童緩和策として、全小学校区にあびっ子クラブを設置するとともに、一体的な運営を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 学童保育の待機児童が予測される学区においては、一時的な転用可能教室の借用の検討を行う。しかし、一部の地域では、特別 代替案検討 ○有 ●無

支援学級の急増により、普通教室が不足しているため、学童保育室を学校敷地内で増設することが困難な状況となっている。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

非常勤一般職人件費 パート会計年度（スタッフ） 116,392 105,354 パート会計年度（補助対象） パート会計年度（補助対象）
　（スタッフ42人分）（補助対象）経常 103,509 　９月補正 6,650 （スタッフ39人とアシスタント分） 116,392 （スタッフ39人とアシスタント分） 116,392
放課後対策事業運営費（補助対象）経常 41,837 　流用 △165 放課後対策事業運営費（補助対象） 22,277 放課後対策事業運営費（補助対象） 22,277
放課後対策施設維持補修費　経常 1,350 　３月補正 △14,970 放課後対策施設維持補修費　 842 放課後対策施設維持補修費　 842
学童預かり保育事業（小学生）経常 2,256 放課後対策事業運営費（補助対象） 22,277 29,345 学童預かり保育事業（小学生） 1,248 学童預かり保育事業（小学生） 1,248
非常勤一般職員人件費 　予備費充用 557 パート会計年度任用職員人件費 パート会計年度任用職員人件費
　（2号嘱託0.5×2人）経常 2,511 　9月補正：13,077　12月補正：333 13,410 （事務補助職員0.5×2人） （事務補助職員0.5×2人）

実施内容 （四小・根戸小・三小）運営業務委託 75,424 　３月補正 △1,162 （データ・資料等整理員　半年間） 2,659 （データ・資料等整理員　半年間） 2,659
予備費充用：四小夏休み増額委託料 540 放課後対策施設維持補修費　 842 841 運営業務委託料 運営業務委託料

(8)施行事項
費　　用 ＊ 　１２月補正（床修繕） 5,104 2,838 　四小学童保育室 37,261 　四小学童保育室 37,261

＊ 【政策費】 　繰越明許（床修繕） △3,337 　四小学童保育室（夏期支援単位追加分 1,209 　四小学童保育室（夏期支援単位追加分 1,209
＊ （二小）運営業務委託 12,215 学童預かり保育事業（小学生） 1,248 444 　根戸小学童保育室 29,718 　根戸小学童保育室 29,718
＊ （新木小）運営業務委託 7,171 パート会計年度任用職員人件費 2,659 2,590 　二小学童保育室 12,930 　二小学童保育室 12,930
＊ 【政策費】 　流用+11　３月補正-75 △64 　三小学童保育室 23,409 　三小学童保育室 23,409
＊ 非常勤一般職人件費（スタッフ分） 四小学童保育室運営委託 38,458 39,586 　新木小学童保育室 11,805 　新木小学童保育室 11,805
＊ ・二小引継ぎ1人（4月～7月） 901 根戸小学童保育室運営委託 29,718 31,214
＊ ・新木小引継ぎ3人（8月） 757 二小学童保育室運営委託 12,930 13,801

三小学童保育室運営委託 23,409 24,905
新木小学童保育室運営委託 11,805 12,676
　予備費充用（5保育室分） 5,865

予算(決算)額 合　　計 248,471 合　　計 271,626 263,594 合　　計 259,750 合　　計 259,750
国庫支出金 補助率 30 ％ 55,885 補助率 30 ％ 78,370 72,202 補助率 30 ％ 51,756 補助率 30 ％ 51,756
県支出金 補助率 30 ％ 55,733 補助率 30 ％ 67,180 64,419 補助率 30 ％ 51,594 補助率 30 ％ 51,594
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 60,307 43,465 65,882 73,789 73,789

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 76,546 □特会 □受益 □基金 ■その他 82,611 61,091 □特会 □受益 □基金 ■その他 82,611 □特会 □受益 □基金 ■その他 82,611
換算人数(人) 1.32 1.67 1.67 1.67 1.67
正職員人件費 11,616 14,529 14,529 14,529 14,529

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,511 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 260,087 286,155 278,123 274,279 274,279
(11)単位費用

279.66千円／人 278.9千円／人 324.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多くの団塊の世代が引退した後、市民税による歳入が激減することは住宅都市である本市において、まさに死活問題であ ○①事前確認での想定どおり
る。この問題を解決するためには、今後いかに若い世代が本市に定住してくれるか否かが大きく関係してくる。そのため ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、本市は、地域で一番子育てしやすいまちを目指す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 併せて、社会状況の変化により家庭保育が困難な児童の増加は顕著であり、子育て支援施策の充実・向上を図る必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 新型コロナウイルスによる一日保育日数の増加、登室自粛要請、保育料の日割り計算、新たな補助金等歳入出に大きな増
減があった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 緊急的に一日保育が必要になった場合等は、市が主導して実

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施しなければ、対応できなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り おやつ代や教材費等を父母会で徴収し、購入や提供をスタッ 放課後対策事業運営委員会には、学童保育の父母代表が委員 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り フが行っている。また、父母会費で消耗品の購入等を行って として参加している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り いる。市で購入する備品や修繕については、父母の意見も取 また、令和２年度に運営業者選定委員会条例を策定し、この ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している り入れ実施している。 委員会でも父母の意見が反映されるように定めた。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 不要となったポスターや文房具等を譲り受け、保育時に活用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
他部署で不要となった図書を譲り受けて活用している。掲示期限切れポスター等を活用して工作等を行っている。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
83 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響により、利用する児童が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 83 83.84
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 286,155 △26,068 278,123 97.19
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

物件費の

様

見直し等

△10.02

式

目標値対事業費(e)

第

計算方法 達成状況 ○①

３

目標値以上 ＜目標値以

号

上となった理由／目標

事

値以下であった原因＞

務

(3)目標値を実現す

事

る為に ●②目標値と同

業

程度
単位 費用単位 ●①

評

単年度の指標：目標値

価

×費用単位／事業費 対

表

目標値(％) ○要
  

（

 投じる事業費は適正

令

か？ 実績値(h) ○③

和

目標値以下
○②複数年

 

度の指標：(目標値－

2

現況値)×費用単位／

年

事業費 (h/e)×1

度

00 ●不要
   (目

）

標対費用) 0.03
％

事

10万円 0.03 10

業

0

３．事後評価

●現状

コ

どおり推進 ○拡充 ○縮

ー

小 ○結合 ○休止 ○廃止

ド

○事業手法見直し ○そ

1

の他(事業完了など)

3

評
　
価

評価コメント 改

5

善策及び展開方向
共稼

0

ぎやひとり親家庭等の

課

児童の放課後を安全で

コ

豊かなものにし、児童

ー

の健全な育ちと働く親

ド

の就労を支援するため

1

に、必要不可欠な事業

7

であ
る。新型コロナウ

0

イルス感染症への対応

1

を適切に行いながら、

会

引き続き事業を推進し

計

ていく。

種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 学童保育室の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.67 人）
(1)事業概要

(当　初) 274,279 千円 (うち人件費 14,529 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 286,155 千円 (うち人件費 14,529 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ●有 ○無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備



ともに、多様な保育ニーズを踏 　学童保育室入室児童及びあびっ子クラブ利用児童の中で、配慮の必要な児童の健やかな発達を支援してい
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的 くため、心理相談員を配置し、スタッフ及び保護者に対して保育方法や保育環境に関する助言及び情報提供
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。 を行う。
　近年、特別な配慮が必要な児童の学童保育利用が増加していることや、支援の必要な保護者も増えている 　非常勤の心理相談員１名を担当課に配置し、各学童保育室を巡回訪問して、スタッフ及び保護者からの相
ことから、専門知識を有する心理相談員が学童保育室を巡回し、スタッフ及び保護者からの相談に乗り、保 談を行う。また、新年度入室の際には、特別な支援が必要な児童の保護者との面談を行い、入室に備える。
育方法や保育環境などに関する助言・アドバイスを行う。 当該年度 ・随時、各学童保育室を訪問して、児童の状況を把握しアドバイスを行う。

執行計画 ・相談対象児童…R1（10月末時点）: 179人（うち特学28人）Ｈ30：256人（うち特学41人）Ｈ29：139人（
(3)事業内容 内　　容 うち特学38人）Ｈ28：101人（うち特学27人）、Ｈ27：83人（うち特支学1人）、Ｈ26：91人（うち特支学2

人）
相談件数 想定値 200当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 随時相談事業を行い、スタッフ及び保護者の悩みや保育方法等への助言を行い解決する。 直接 相談希望対応率(相談対応件数／スタッフや保護者からの相談件数） ％ 100 100

令和 3年度 随時相談事業を行い、スタッフ及び保護者の悩みや保育方法等への助言を行い解決する。 直接 同上 ％ 100

令和 4年度 随時相談事業を行い、スタッフ及び保護者の悩みや保育方法等への助言を行い解決する。 直接 同上 ％ 100

それぞれの役割について、子ども相談課、教育研究所や学校等関係機関との調整や連携が必要。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心理相談員 パートタイム会計年度任用職員 パートタイム会計年度任用職員 パートタイム会計年度任用職員
報酬 2,931 （心理相談員） （心理相談員） （心理相談員）
共済費 647 報酬 2,518 587 報酬 2,518 報酬 2,518
費用弁償 125 職員手当 178 職員手当 178 職員手当 178

共済費 577 共済費 577 共済費 577
費用弁償 71 費用弁償 71 費用弁償 71

実施内容 ９月補正：６月採用による減額
報酬 △397

(8)施行事項
費　　用 職員手当 △39

３月補正
報酬 △153
職員手当 △139
共済費 △577
費用弁償 △71

予算(決算)額 合　　計 3,703 合　　計 1,968 587 合　　計 3,344 合　　計 3,344
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,703 1,968 587 3,344 3,344

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.44 0.56 0.56 0.56 0.56
正職員人件費 3,872 4,872 4,872 4,872 4,872

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,575 6,840 5,459 8,216 8,216
(11)単位費用

37.88千円／件 34.2千円／件 109.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　学童保育室の入室児童及びあびっ子クラブ利用児童の中で、障害のある児童または発達支援の必要な児童が年々増加傾 ○①事前確認での想定どおり
向にあり、適切な対応方法等の助言や情報提供を行う必要性が高まっている。平成19年度までは、柔軟な対応が困難とな ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ っていたが、平成20年度からは、相談回数制限の枠を外し、随時相談が出来るよう電話相談を含めて体制を整えてきた。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 放課後の場でも児童発達支援は、市町村の責務であり、さらに充実が求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

心理相談員が中々採用できず、事業を行えなかった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導することにより、庁内外との調整や連携がしやすく

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 我孫子市学童保育連絡協議会における事業への協力 令和２年度は団体からの要請等は無かった。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他 心理相談員を通年雇用することが出来なかったため。

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

心理相談員を通年で雇用することが出来なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25 25
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,840 735 5,459 79.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ●要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 心理相談員を通年で雇用することが出来なかった ○不要

心理相談員を通年で雇用することが出来なかったため。 ため。

9.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 心理相談員を通年で雇用することが出来なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.46

％ 10万円 0.46 31.51

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
心理相談員がいないときは、担当者が現場に赴き児童の様子を観察し、スタッフへの助言を行ったが、不安感を拭うことはできなかった。質の
高いケアをするためには専門性の高い心理相談員の配置が必要であり、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1351 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 放課後対策事業心理相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.56 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,216 千円 (うち人件費 4,872 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,840 千円 (うち人件費 4,872 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備すると



評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 子ども総合計画に位置付けた個別事業について、進行管理を行うことで、施策の実効性を確保します。
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。
　子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づき、令和2年度から5年度を期間とする第四次 第四次子ども総合計画に掲げた「子ども・子育て支援事業」及び「重点事業」について、実績公表とともに
子ども総合計画を推進します。計画推進のために、市長の諮問機関として、条例で子ども・子育て会議を設 進行管理を行い、施策の実効性を確保します。
置し、市民からの意見を計画推進に反映させます。また、庁内組織として、我孫子市子ども総合計画推進委 当該年度 実績報告（6月）、評価（～3月）
員会を設置し、課題の協議や調査・研究を行います。PDACサイクルを年度ごとに実施し、各事業の実効性を 執行計画

(3)事業内容 内　　容 高めています。
　

子ども・子育て会議の開催回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子ども・子育て支援の推進 間接 子ども・子育て会議の開催回数 回 2 3

令和 3年度 子ども・子育て支援の推進 間接 子ども・子育て会議の開催回数 回 3

令和 4年度 子ども・子育て支援の推進 間接 子ども・子育て会議の開催回数 回 3

子ども総合計画の進行管理は、所管課で目標値（指標）を定め、毎年進捗状況を審議会に報告し、審議会は報告に基づき目標の
(7)事業実施上の課題と対応 達成状況を確認し検証を行っています。次期計画の策定は、庁内組織や審議会での審議を行い市民にも理解しやすい内容としま 代替案検討 ○有 ●無

す。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

【経常費】 【経常費】 【経常費】 【経常費】
子ども・子育て会議委員報酬 210 子ども・子育て会議委員報酬 126 70 子ども・子育て会議委員報酬 126 子ども・子育て会議委員報酬 126
3500円×10人×6回 3500円×12人×3回 3500円×12人×3回 3500円×12人×3回
子ども・子育て会議会議録作成委託 138 子ども・子育て会議会議録作成委託 149 0 子ども・子育て会議会議録作成委託 149 子ども・子育て会議会議録作成委託 149
14,000円×3時間×1回×1.08% 15,000円×3時間×3回×1.1 15,000円×3時間×3回×1.1 15,000円×3時間×3回×1.1
14,000円×3時間×2回×1.1% 子ども・子育て会議委員託児委託料 10 0 子ども・子育て会議委員託児委託料 10 子ども・子育て会議委員託児委託料 10
子ども・子育て会議委員託児委託料 16 (500円×3ｈ+保険料100円)×2人×3回 (500円×3ｈ+保険料100円)×2人×3回 (500円×3ｈ+保険料100円)×2人×3回

実施内容 (500円×3時間+保険料100円)×2人×5回

(8)施行事項
費　　用 ＊ 【政策費】

＊ 消耗品（計画書印刷用コピー用紙等） 23
＊ 印刷製本費 （子ども総合計画書の本文 50
＊ 丁合及び製本）
＊ 225円×200冊×1.1
＊ 作業部会会議録作成委託 137
＊ 14,000円×3時間×1.08×2回 
＊ 14,000円×3時間×1.1×1回 
＊ 子ども総合計画策定支援業務委託料 2,009
＊ 【債務負担】H30～H31

予算(決算)額 合　　計 2,583 合　　計 285 70 合　　計 285 合　　計 285
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,583 285 70 285 285

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.4 0.9 0.9 1 1
正職員人件費 12,320 7,830 7,830 8,700 8,700

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,903 8,115 7,900 8,985 8,985
(11)単位費用

2,483.83千円／回 2,705千円／回 3,950
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子ども総合計画は子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基づく計画であり、5年に1度の計画策定、計画 ●①事前確認での想定どおり
策定に伴うニーズ調査、事業の進行管理を行うこと等が定められています。子育て支援、子育ち支援、保健・衛生、教育 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、福祉、環境等、我孫子市における子どもに関わる施策を総合的に体系化した計画です。子ども・子育て支援の分野では ○要
   背景は？(事業の必要性) 、法定事業について市民のニーズを把握し、国の基準に準じて着実に推進します。次世代育成の分野では、子ども・親・ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域の3つの視点で施策を統括し、施策を推進します。これらのことから、市の少子化対策において、非常に重要な事業 当初の想定どおり法定事業を推進し、次世代育成の分野では子ども・親・地域の3つの視点で施策を統括し推進する必要
となっています。 がある。ただし計画の評価等審議する子ども・子育て会議は新型コロナ感染症の影響により書面開催を余儀なくされた。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となって策定する計画である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 審議会である子ども・子育て会議の委員には市民が含まれて 子ども・子育て会議は、条例により市民参加の会議であるこ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り おり、計画の進行管理において、市民目線での意見を反映す とが規定されている。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り るようにしています。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている エコを意識し会議の運営を行った。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 開催通知、資料送付など、電子メールを活用し、資源の削減 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している に努めた。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度現況値は、計画策定年のため開催回数が多かった。令和2年度は、新型コ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 66.67

ロナ感染症対策のため書面開催とし開催回数を減じたため目標未達成となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,115 6,788 7,900 97.35
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

前年度で計画策定が終了し、今年度は進行管理のみとなったため、経費が削減さ
れている。

45.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策のため、会議の開催数を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 減じざるを得なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

回 10万円 0.03 75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
第四次子ども総合計画の基本理念である「あびこの自然やひとの愛に包まれてすべての子どもが自分らしく育つまち」を実施するため、今後も
市の子ども施策の進行管理を行っていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1397 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 我孫子らしい子育て基本方針の確立（子ども総合計画の推進） 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども総合計画の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,115 千円 (うち人件費 7,830 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政



対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 ひとり親家庭等の福祉の向上を図る。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
　母子家庭や父子家庭で１８歳未満の児童を扶養している家庭に対し、医療費の保険診療にかかる自己負担 医療機関で支払った医療費について、申請を受け償還払い方式により助成する。11月1日以降は現物化に移
額に対して助成する。（所得制限有り） 行し、受給券を発行する。
所得額に応じ、全額助成と１／２助成があり、毎年８月に現況審査と更新を行う。 当該年度
11月1日以降は現物化に移行し、受給券を発行する。半額助成はなくなり、自己負担金が課税状況に応じて 執行計画

(3)事業内容 内　　容 発生する。

年間支給件数 想定値 1,750当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 2,644

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正に支払いをした割合。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 3年度 適正に支払いをした割合。 － 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 4年度 適正に支払いをした割合。 － 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

生活保護者は非該当となるので、円滑な制度への誘導と喪失処理を社会福祉課との連携で行う。また、半額助成や自己負担金部
(7)事業実施上の課題と対応 分は市の単独事業であり、その在り方についてかねてより検討してきたが、現物給付化に伴い、県補助基準に合わせていく必要 代替案検討 ○有 ●無

がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

扶助費 25,200 扶助費 24,000 25,324 扶助費 27,000 扶助費 27,000

〔9月補正〕
消耗品 10 消耗品 10 消耗品 10
印刷製本費 40 37 印刷製本費 40 印刷製本費 40
通信運搬費 55 37 通信運搬費 55 通信運搬費 55
手数料 181 107 手数料 362 手数料 362

実施内容 システム改修委託料 1,584 1,584

(8)施行事項
費　　用 〔流用〕

扶助費 1,340

予算(決算)額 合　　計 25,200 合　　計 27,210 27,089 合　　計 27,467 合　　計 27,467
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 33 ％ 8,400 補助率 37 ％ 9,600 9,358 補助率 49 ％ 13,500 補助率 49 ％ 13,500
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16,800 17,610 17,731 13,967 13,967

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.56 0.53 0.53 0.53 0.53
正職員人件費 4,928 4,611 4,611 4,611 4,611

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 30,128 31,821 31,700 32,078 32,078
(11)単位費用

17.22千円／件 18.18千円／件 11.99
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ひとり親家庭等の福祉の向上を図る必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ひとり親家庭に対し、経済的支援としての医療費助成は、福祉の向上を図るために必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事業の周知や支援を、市が主導で進めていくことで状況や環

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 境を迅速に把握でき、適正な支給へと繋がる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,821 △1,693 31,700 99.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

％ 10万円 0.32 103.23

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和２年度において現物給付化し、補助基準を県基準に合わせたことにより、利用者の利便性が向上し公平性が図られた。ひとり親家庭等の福
祉の向上を図るため、今後も事業を現状通り推進する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1741 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 ひとり親家庭等医療費助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.53 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,481 千円 (うち人件費 4,611 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 31,821 千円 (うち人件費 4,611 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に



とともに、多様な保育ニーズを踏 学童保育室の施設を充実させるため、計画的に施設整備を図る。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
令和元年度に見直しを行った「第二次我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画」及び個別施設計画を踏ま 一小学童保育室の空調設備更新工事
え、各施設の老朽化対応及び長寿命化を図ります。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

学童保育室施設整備数（一小） 想定値 1当該年度
単位 保育室

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 空調設備を更新することにより、一小学童保育室利用児童が快適に過ごすことが出来る。 直接 施設の老朽化・長寿命化に係る施設整備。 保育室 1 1
新木小学童保育室を整備することにより、新木小学童保育室が安全に過ごすことが出来る。

令和 3年度 増大する学童保育需要への対応、施設老朽化・長寿命化への対応、児童福祉の向上をめざした施設の整備 直接 施設修繕箇所数又は修繕検討施設数 保育室 3
老朽化した空調設備の更新工事を行う。（並木小・湖北台西小・布佐小）

令和 4年度 増大する学童保育需要への対応、施設老朽化・長寿命化への対応、児童福祉の向上をめざした施設の整備 直接 施設修繕箇所数又は修繕検討施設数 保育室 17

学童保育室の施設や設備について、老朽化が著しいものがあり故障した場合等、迅速な対応が難しい場合がある。また、一部の
(7)事業実施上の課題と対応 保育室では学童利用児童数増加により保育室の専有面積確保が難しい。学校自体の児童数増や特別支援教室増により、普通教室 代替案検討 ○有 ●無

が不足しているため、学童保育室を学校敷地内で増設することが困難な状況となっている。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

大規模化及び児童数増減に伴う対応 【政策】 大規模化及び児童数増減に伴う対応 大規模化及び児童数増減に伴う対応
老朽化への検討 ＊ 一小学童保育室空調機更新工事 2,981 2,689 老朽化・長寿命化への検討 老朽化・長寿命化への検討

３月補正 △291 ＊ 空調設備更新工事（３か所）
　並木小・湖北台西小・布佐小

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 2,690 2,689 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 80 ％ 1,700 700 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 990 1,989 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.46 0.58 0.58 0.58 0.58
正職員人件費 4,048 5,046 5,046 5,046 5,046

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,048 7,736 7,735 5,046 5,046
(11)単位費用

2,024千円／保育室 7,736千円／保育室 7,735
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

一小学童保育室の空調設備は、設置から２０年以上経過しており老朽化が著しい。現状ガスヒートポンプの冷却水及び室 ●①事前確認での想定どおり
外機ポンプより水漏れが生じており、起動してもエラーにより停止してしまう。部品交換が望ましいが、在庫がないため ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、応急処置で対応しているため、設備更新が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

スケジュールどおり設備更新を行うことが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 空調機などの大型設備の更新等は、市が主導で進めなければ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実効性が保たれないため。
□その他 　促進された また、小学校等の施設の一部を活用しているので、教育委員

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 会や小学校との連携が必要不可欠なため。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 父母会等からの要望を参考に事業を実施している。 施設修繕等は父母会からの意見を取り入れて、実施・検討し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 仕様書等に環境配慮を明記する。 修繕や工事で使用する部材等は環境に配慮したものを活用す ●①想定どおり
□②生き物と共存している るように心がけている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(保育室) 目標値(b)(保育室) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(保育室) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関連部署等調整しスケジュールどおりに実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,736 △3,688 7,735 99.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△91.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

保育室 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和元年度に見直しを行った「第二次我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画」及び個別施設計画を踏まえ、各施設の老朽化対応及び長寿命
化を図る必要がある。引き続き、個別施設計画（長寿命化計画）に沿って事業を展開し、保育環境の充実を図る必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1874 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育室施設整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 学童保育室の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.58 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,027 千円 (うち人件費 5,046 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,736 千円 (うち人件費 5,046 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　　健康福祉総

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備する



活能力が薄弱であり、将来に障害を残すことも多いことから、出生後直ち
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 に適切な医療を受けさせることが必要である。このような未熟児に必要な医療を給付し乳児の生命の保護及
展開方向

図ります。 び健康の増進を図る。
・出生時体重2000g以下である場合や生活力が特に薄弱であり、一般状態、体温、呼吸器、循環器系、消化 ・４月～３月　相談、申請受付、審査、券交付
器系、黄疸が規定以下であった場合で、医師が必要と認めた児に対し、医療券を交付し、入院時にかかる医 　　　　　　　指定医療機関との調整
療費負担を軽減する。 当該年度 　　　　　　　自己負担分の請求　
・児の扶養義務者から負担能力に応じて医療費の一部を徴収する。 執行計画 　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容

医療券交付件数 想定値 20当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 13

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 未熟児に必要な医療を給付し、生命の保護及び健康の増進を図る。 間接 必要な医療給付者に対する給付率 ％ 100 100
当事業を市が実施していることを周知する。

令和 3年度 未熟児に必要な医療を給付し、生命の保護及び健康の増進を図る。 間接 必要な医療給付者に対する給付率 ％ 100

令和 4年度 未熟児に必要な医療を給付し、生命の保護及び健康の増進を図る。 直接 必要な医療給付者に対する給付率 ％ 100

子ども医療費助成事業と未熟児養育医療を同じ課で行っているため、手続きが簡易である子ども医療費助成事業で対応するので
(7)事業実施上の課題と対応 はなく、未熟児養育医療の必要性を理解して手続きをしてもらうことが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

医療行為の知識がない職員が確認するため、医師の記載した意見書に基づき給付決定することが難しい。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手数料（連合会、基金） 3 手数料（連合会、基金） 3 3 手数料（連合会、基金） 3 手数料（連合会、基金） 3
未熟児養育医療 3,600 未熟児養育医療 3,500 4,312 未熟児養育医療 3,500 未熟児養育医療 3,500

9月補正
手数料（連合会、基金） 3
未熟児養育医療 3,680

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,603 合　　計 7,186 4,315 合　　計 3,503 合　　計 3,503
国庫支出金 補助率 50 ％ 1,440 補助率 50 ％ 2,872 1,260 補助率 50 ％ 1,400 補助率 50 ％ 1,400
県支出金 補助率 25 ％ 720 補助率 25 ％ 1,436 1,017 補助率 25 ％ 700 補助率 25 ％ 700
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,443 2,878 2,038 1,403 1,403

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.49 0.67 0.67 0.49 0.49
正職員人件費 4,312 5,829 5,829 4,263 4,263

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,915 13,015 10,144 7,766 7,766
(11)単位費用

395.75千円／件 650.75千円／件 780.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

母子保健法の一部改正に伴い、市で事業を行うことと決定した。 ●①事前確認での想定どおり
未熟児に対し、必要な医療を給付し乳児の生命の保護及び健康の増進を図ることが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

未熟児の入院に係る医療費を助成することにより、乳児の健康増進を図るとともに、保護者の経済的負担を軽減すること
が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 出生後間もない乳児に対する医療費を国・県・市が負担する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ことは、保護者への経済的負担を軽減することに寄与し、子
□その他 　促進された 育て支援策の一環となる。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 関係医療機関との連携を取ることができた。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

入院医療が必要と判断した乳児に対して速やかに審査し、適正に医療券を交付す
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ることができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,015 △5,100 10,144 77.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

令和2年4月から令和2年8月にかけて、多くの医療費請求が届いたが、そ
れ以降は想定よりも医療費請求が少なかったため。

△64.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 特になし

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.77

％ 10万円 0.99 128.57

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
未熟児に適切な医療を受けさせることが必要であり、その医療費負担を軽減する重要な事業のため、引き続き推進していく。。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1985 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 未熟児養育医療 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.67 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,015 千円 (うち人件費 5,829 千円）⑦事業費
総事業費 7,230 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 未熟児は正常な児と比較して、生



どの経済的支援を行い、子育てに関 児童手当の支給
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
児童を養育する父母その他の保護者からの申請により支給する。所得制限あり。 令和2年5月～　　児童手当6月定期払い準備
　0歳から3歳の誕生日を迎えるまで　　　　　　　　　　　　　一律  15,000円 令和2年6月8日　 児童手当6月定期払い
　3歳以上12歳到達後最初の3月31日まで　第１子・第２子　　 一律  10,000円 当該年度 令和2年6月上旬　児童手当現況届を受給者へ発送　　提出期限6月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第３子以降　　　　 一律  15,000円 執行計画 令和2年10月8日　児童手当10月定期支払い

(3)事業内容 内　　容 　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一律  10,000円 令和3年2月8日　 児童手当2月定期支払い
　所得制限を超えている方　　　　　　　　　　　　　　　　　一律　 5,000円
子育てワンストップサービスの導入 支給対象者数：約9,500人 想定値 9,500当該年度
マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ化を行う。 支給対象児童数：約15,000人 単位 人

活動結果指標 実績値 8,589

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請者に対し漏れなく支給する 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 3年度 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 4年度 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

国の主要政策である児童手当制度に左右される。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

2号嘱託職員報酬（1人） 2,329 パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102 2,055 パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102 パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102
2号嘱託職員共済費（1人） 386 パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831 807 パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831 パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831
2号嘱託職員費用弁償（1人） 45 パート会計年度期末手当（事務補助1人 142 142 パート会計年度期末手当（事務補助1人 142 パート会計年度期末手当（事務補助1人 142
臨時職員賃金（2人） 878 パート会計年度共済費（事務補助1人） 388 349 パート会計年度共済費（事務補助1人） 388 パート会計年度共済費（事務補助1人） 388
臨時職員共済費（2人） 8 パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45 40 パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45 パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45
需用費 500 パート会計費用弁償（資料整理員2人） 51 17 パート会計費用弁償（資料整理員2人） 51 パート会計費用弁償（資料整理員2人） 51
役務費 2,127 需用費 161 133 需用費 161 需用費 161

実施内容 委託料 728 役務費 2,099 1,859 役務費 2,099 役務費 2,099
使用料及び賃貸借料（7ヶ月分） 402 委託料 1,275 1,100 委託料 846 委託料 846

(8)施行事項
費　　用 扶助費 1,824,720 使用料及び賃貸借料 1,277 1,277 使用料及び賃貸借料 1,277 使用料及び賃貸借料 1,277

子ども福祉システム使用料（8ヶ月分） 852 扶助費 1,771,260 1,701,137 扶助費 1,771,260 扶助費 1,771,260
子ども福祉システム保守管理委託料（8 272 （３月補正） △1,500

予算(決算)額 合　　計 1,833,247 合　　計 1,778,131 1,708,916 合　　計 1,779,202 合　　計 1,779,202
国庫支出金 補助率 70 ％ 1,307,012 補助率 70 ％ 1,230,620 1,180,998 補助率 70 ％ 1,230,620 補助率 70 ％ 1,230,620
県支出金 補助率 15 ％ 287,924 補助率 15 ％ 270,360 243,318 補助率 15 ％ 270,360 補助率 15 ％ 270,360
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 238,311 277,151 284,600 278,222 278,222

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.47 1.47 1.47 1.47 1.47
正職員人件費 12,936 12,789 12,789 12,789 12,789

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,760 0 0 0 0
臨時職員賃金額 886 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,846,183 1,790,920 1,721,705 1,791,991 1,791,991
(11)単位費用

18,461.83千円／人 188.52千円／人 200.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親に対する経済的な支援が重要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童手当法に基づき支給が義務付けられているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童手当法の規定により市が支給事務の実施主体となってい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

児童手当法に基づき適切に支給したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,790,920 55,263 1,721,705 96.14
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.58

％ 1億円 5.81 104.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童手当法に基づき児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次世代の社会を担う児童の健やかな成長
に資する事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1987 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 児童手当支給事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,792,420 千円 (うち人件費 12,789 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,790,920 千円 (うち人件費 12,789 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金な



策として、結婚したい方が結婚できるよう、我孫子市社会福祉協議会の「結婚相談業務」の事業充
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 実を図り、成婚・我孫子での定住に繋げます。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
国の少子化対策の1つである、結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」（次世代育成支援推進法に基 我孫子市社会福祉協議会が運営主体である我孫子市結婚相談所事業の運営支援を行います。
づく行動計画策定指針や少子化対策大綱に記載）の実現するため、平成27年度より社会福祉協議会我孫子市 通年・けやきプラザ11階の場所の提供、イベント実施にかかる企画・運営・周知等の支援、庁内連絡調整。
結婚相談所の運営を支援しています。けやきプラザ11階の市管轄スペースの提供や臨時職員等人件費の一部 当該年度     ・結婚相談業務に係る臨時職員、相談員の人件費の一部等を社会福祉協議会へ補助金として交付。
補助等を行い、利用者の利便性を図ります。我孫子市結婚相談所は、相談業務を中心に定期的な婚活イベン 執行計画     ・結婚相談所利用者への我孫子市の子育て情報や魅力のPR。

(3)事業内容 内　　容 ト等の開催やお見合いを実施するとともに、民間事業者と連携して結婚したい人を応援していますが、市が     ・市全体で結婚を応援する機運を高めるための民間事業者との連携支援・調整。
関わり調整等を行うことで、地域への機運醸成を図ります。また、結婚相談所利用者に婚活段階から市の子
育て支援策や魅力を情報発信します。 相談・お見合い件数 想定値 590当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 306

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 お見合い件数・婚姻数の増加 直接 相談・お見合い件数 件 306 590

令和 3年度 未婚化の解消 間接 相談・お見合い件数 件 600

令和 4年度 未婚化の解消 間接 相談・お見合い件数 件 610

成婚数は年々増加しているが、全てが我孫子市への定住につながらないという課題がある。令和元年度の事業仕分けの結果を踏
(7)事業実施上の課題と対応 まえ、令和2年度に事業の在り方を検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 婚活支援事業補助金 2,367 ＊ 婚活支援事業補助金 2,206 1,856 ＊ 婚活支援事業補助金 2,206 ＊ 婚活支援事業補助金 2,206
＊ 会員検索用タブレット通信料 94 ＊ 消耗品費 5 0 ＊ 消耗品費 5 ＊ 消耗品費 5
＊ 　8,858円×6月+6,712円×6月 　
＊ 消耗品費 15

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,476 合　　計 2,211 1,856 合　　計 2,211 合　　計 2,211
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,476 2,211 1,856 2,211 2,211

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,080 3,480 3,480 3,480 3,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,556 5,691 5,336 5,691 5,691
(11)単位費用

8.96千円／件 9.65千円／件 17.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子化は様々な要因が絡んでいるため多角的な対策が必要です。本市の婚姻率は過去に比べて経年的に低下傾向にありま ●①事前確認での想定どおり
すが、市民意識調査（平成27年）では、独身者の73％が「結婚するつもり」と回答し、独身でいる最大の理由は「適当な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 相手にまだ巡り会わないから」が一番多く、婚活支援の潜在的なニーズは高いと言えます。我孫子市結婚相談所で実施し ○要
   背景は？(事業の必要性) ている、結婚に関する相談業務を中心とし、見合いやイベント開催などの複合的な取り組みは、結婚を希望する方の大き ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

な支援となります。また、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援としても、市の少子化対策の重要な役割を担って 婚活支援を実施することで、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援に寄与することができる。
います。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 社会福祉協議会が運営する結婚相談所を市が支援することで

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市の結婚から子育てまでの切れ目ない支援が実現できる。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 会員や市民向けのイベント開催を定期的に実施し、市内事業 結婚相談所に賛同する地元企業等の協力を得ながら、事業を ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 者等との連携を図っている。 推進していくこととしている。（ただし、令和2年度は新型 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り コロナウイルス感染症対策のため、協力いただく行事そのも ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している のが未開催であった。） ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 会員等への連絡にメッセージアプリ等を活用し、紙資源の使 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 用削減に努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
306 590 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策のため、閉所した期間があるため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 306 51.86
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,691 △135 5,336 93.76
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策のため、結婚相談所の一

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 時閉所など、通常どおりの運営ができなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.37

件 10万円 5.73 55.26

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
我孫子市社会福祉協議会の「結婚相談業務」との効率性を高めるため、事業手法を見直していく。 令和4年度からの第四次総合計画の策定に合わせ、他課事業との兼ね合い等も考慮しながら事業の有り方を確認する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2134 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 我孫子市結婚相談事業への支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市社会福祉協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,691 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て支援にかかわる団体と 少子化対



ス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組の一つとして、児童手当（
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 本則給付）を受給する世帯（０歳～中学生のいる世帯）に対し、「子育て世帯への臨時特別給付金」を支給
展開方向

図ります。 する。
令和2年4月分の児童手当（本則給付）を受給する者、令和2年3月分の児童手当の受給者であって、当該者に 令和２年５月１５日　臨時給付金概要のお知らせ通知発送
係る支給要件児童が15歳に達する日以後の最初の3月31日を経過したこと又は死亡したことにより、児童手 令和２年７月８日　　支払い開始予定
当を受給すべき事由が消滅した者、公務員であって基準日において本市の住民基本台帳に記録されている者 当該年度 令和２年３月　　　　事業完了予定
に対して、対象児童一人当たり１０，０００円を支給する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

支給対象児童数 想定値 14,066当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 13,816

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 支給決定者に対し漏れなく支給する。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 3年度 － 0

令和 4年度 － 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給付金給付事務従事者職員手当 1,160 487
需用費（消耗品費）通知用コピー用紙 26 26
需用費（印刷製本費）通知発送用封筒 200 161
役務費（通信運搬費）通知送付料 1,460 1,081
役務費（振込手数料） 1,023 950
委託料（通知等印字封入封緘委託料） 205 105
委託料（システム改修業務委託料） 1,821 1,821

実施内容 子育て世帯への臨時特別給付金 140,660 138,260

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 146,555 142,891 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 0 142,887 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 146,555 4 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 146,555 142,891 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 10.42千円／人 10.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組の一つとして、児童手当（本則給付）を ●①事前確認での想定どおり
受給する世帯（０歳～中学生のいる世帯）に対し、臨時特別の給付金（一時金）を支給することを国が決定したため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国からの通知に基づき、周知及び申請受付を行い支給を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 閣議決定により市が実施主体になったため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 生活を支援する取組の一つとして、児童手当（本則給付）を
□その他 　促進された 受給する世帯（０歳～中学生のいる世帯）に対し、臨時特別

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の給付金（一時金）を支給することを国が決定したため、市
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された が支給事務を行う必要があった。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

システムを導入し、支払漏れのないよう事務処理を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 146,555 ― 142,891 97.5
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 68.23

％ 1億円 69.98 102.56

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯の生活を支援する取組の一つとして、予定通り実施し、目標を達成し完了 令和２年度のみの臨時措置として実施したため、今年度で終了となる。
した。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2270 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子育て世帯への臨時特別給付金支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 146,555 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 146,555 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 新型コロナウイル



などの経済的支援を行い、子育てに関 新型コロナウイルス感染症拡大により影響を受けた低所得のひとり親家庭の生活を支援するために、児童扶
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 養手当を受給する世帯を中心に「ひとり親世帯臨時特別給付金」を支給する。
展開方向

図ります。
令和2年度に限った、新型コロナウイルス感染症対策としての国発信の臨時給付金。 基本給付のうち、児童扶養手当の令和2年6月分の受給者に対しては、8月に臨時給付金を支給する。基本給
対象者は児童扶養手当の所得以外の要件に該当している方で、①令和2年6月分の児童扶養手当が支給される 付のその他分と追加給付については、9月以降、審査の進捗に応じて随時支給する。
方②公的年金で支給が全額停止されている方③所得制限で支給が全額停止されているがコロナの影響を受け 当該年度
てコロナ以降の収入が児童扶養手当を受けられる水準以下になっている方。（②③は新型コロナの影響のあ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 った期間だけなら条件を満たす方も含む）。
支給金額は、基本給付は1世帯あたり5万円で、児童2人以降1人につき3万円追加。さらに①②のうち新型コ
ロナの影響を受けている方に対する追加給付は１世帯あたり5万円。 延べ支給世帯数（基本給付+追加給付） 想定値 1,240当該年度

単位 世帯
活動結果指標 実績値 1,515

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手当を適切に支給する 直接 適正支給した件数/総支給件数の割合 ％ 0 100

令和 3年度 － 0

令和 4年度 － 0

通知された支給要件の定義が曖昧なため、審査には困難が予想される。簡易で明確な判定手法の確立が必要。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費（消耗品と印刷製本費） 31 4
役務費（通信運搬費と振込手数料） 242 277

補助金（ひとり親世帯臨時特別給付金） 69,620 93,630

パート会計年度1人報酬 303 166
費用弁償 9 0

実施内容
〔予備費充当〕

(8)施行事項
費　　用 補助金（ひとり親世帯臨時特別給付金） 24,530

役務費（通信運搬費と振込手数料） 54

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 94,789 94,077 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 121,868 121,330 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 △27,079 △27,253 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 94,789 94,077 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 76.44千円／世帯 62.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている低所得のひとり親家庭の生活を支援する取組の一つとして、児童扶養手当 ●①事前確認での想定どおり
を受給する世帯を中心に臨時特別の給付金（一時金）を支給することを国が決定したため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている低所得のひとり親世帯の生活を支援するためには、早急に給付金を支給す
る必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている 令和2年度母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の補助事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正に支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 94,789 ― 94,077 99.25
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

％ 10万円 0.11 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、令和2年度の単年度事業として実施したものであり、予定通り目標を達成、完了した。 令和２年度のみの実施のため、今年度で終了となる。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2274 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 70,205 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 70,205 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 94,789 千円 (うち人件費 0 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金



てに関 新型コロナウイルス感染症対策として実施された国の特別定額給付金の対象とならない新生児に対して、新
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 生児臨時給付金を給付する。
展開方向

図ります。
令和２年４月２８日から令和３年４月１日までに出生し、かつ、出生により本市の住民基本台帳に記録され ７月～３月　申請の受付、審査、給付
た者に対して、新生児１人につき１０万円を給付する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正に給付を行った割合 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給付金を適正に給付する。 直接 適正に給付した件数／総給付件数 ％ 100 100

令和 3年度 給付金を適正に給付する。 直接 適正に給付した件数／総給付件数 100 100

令和 4年度 － 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

新生児臨時給付金 72,000 67,400 債務負担行為
口座振込手数料 80 67 新生児臨時給付金 5,000
通信運搬費 73 53
消耗品 4 4

令和2年度から令和3年度へ繰越
新生児臨時給付金 △3,000

実施内容 口座振込手数料 △4
通信運搬費 △3

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 69,150 67,524 合　　計 5,000 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 69,150 67,524 5,000 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.2 0.2 0 0
正職員人件費 0 1,740 1,740 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 70,890 69,264 5,000 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 708.9千円／％ 692.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症対策である国の特別定額給付金の対象とならない方に対して経済的支援を行うため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対策である国の特別定額給付金の対象とならない方に対する経済的支援を行うため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が独自で給付金を行うことで、一律かつ迅速に給付するこ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とができたため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請案内や複数による審査及び確認を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 70,890 ― 69,264 97.71
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.14

％ 10万円 0.14 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
国の特別定額給付金の対象とならない子育て世帯への経済的支援を実施したものであり、予定通り目標を達成し、事業が完了した。 事業を完了とする。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2278 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 新生児臨時給付金 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 73,897 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 72,157 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 70,890 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育


